
























































参考資料 11．コスト削減効果の詳細 

 

・ コスト削減や職員の効果的な再配置、今後の電子自治体推進のための拡張性を確保する

といった効果を見込んでいる。 

・ コスト削減については、アウトソーシング後の 7年間で約 2億円～3億円程度の直接的

なコスト削減を見込む。 

・ 市の情報処理係では、2001年から 2007年までの 7年間のコスト比較の試算を出してい

る。メインフレーム＋独自アプリの体制を維持し続ける場合に比べて、アウトソーシン

グすることで、約 2億円～3億円のコスト削減効果が上がる見込み（情報システム部門

のコストのみ。他部門の業務効率化も予想されるが、その部分については金額に含めて

いない）。 

 

・ アウトソーシング移行以前に「独自システムの新規開発はしないで、市販のパッケージ

ソフトを活用する」という方針に転換し、前倒しで総務部情報管理係の人員を 5人から

3人に削減。 

・ 情報システム部門（総務部情報管理係）の人員を現状の 3人から 1人減らして 2人にす

ることができる。これはメインフレームの保守や独自のシステム開発といった業務がな

くなるため。 

・ 以上の２項目により、パッケージソフト導入とアウトソーシングの実施によって、人員

を半数以下に削減。 

・ 単なるシステム部門の職員数削減（職員の効果的な再配置）だけでなく、担当職員はシ

ステム運用・保守といったルーチン業務から解放され、“本来の業務”である自治体業

務 IT化の企画に専念できるというメリットも大きい。 

 

・ ハードウエアコストも大幅に削減される見込み。2007年までにシステムを更新した場合、

アウトソーシングと比べると 7年間で約 1億円～2億円程度のコスト高になる計算。旧

システムは構築してから既に 15 年目となり、今後数年以内にハードウエアを更新する

必要があり。また、メインフレームはハードの価格自体が割高なうえ、パソコンと互換

性もなく、メーカーの端末が生産中止になると新規調達ができなくなるといった危険性

もあるなど、将来にわたって独自システム維持し続ける理由は見あたらなかった。 

・ 2001 年 8 月からスタートした住基ネットへの対応も、アウトソーシングすることで約

3000万円以上のコスト削減効果が出た。すべて自前でやるとなると、システム構築関連

のコストのほかにも、CS サーバーと呼ばれる専用サーバーの設置場所の確保、継続的

なセキュリティ対策など、様々なコストが発生することになる。また、メインフレーム

のオンラインシステムで住基ネットに対応するとなると、5000万円以上かかり、それに

加えて自前で新しいシステムを作ることになれば、実際に業務で使う市民課との打ち合



わせなどに多くの時間が取られ、かなり大変だったはず。 

・ システムを変更する費用そのものについても、既に複数の自治体に導入実績のあるパッ

ケージソフトの方が、独自でカスタマイズするより間違いなく割安になる。 

 

■基幹業務アウトソーシングにおける費用比較（2001～2007年度） 

 現状維持の場合 ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの場合 増減 

情報管理係人件費 

年額給与総額 

（3名） 

 

1 億 6455 万 6000 円  

年額給与総額 

（平成 13-14 年 3 名、平成

15 年から 2名） 

1 億 2537 万 6000 円  

平成 19 年度まで 

▲3918 万円  

住民基本台帳 

ネットワーク対応 

（平成 14 年度対応予定） 

5000 万～7000 万円 2000 万円 
▲3000 万円～ 

▲5000 万円 

計 
2 億 1455 万 6000 円～ 

2 億 3455 万 6000 円 
1 億 4537 万 6000 円 

▲6918 万円～ 

▲8918 万円 

平成 19 年までにパッケージによるシステム更新をした場合の比較 

システム更新 

（平成 19 年までに市民課、

税務課の全システムを更新

した場合） 

パッケージ+パソコン、 

プリンター等 

4 億円～5億円  

ホスト（サーバ関係） 

3000 万円  

保守料 

（サーバ、パソコン） 

2000 万円  

（ホストコンピュータ装

置を含む） 

アウトソーシング 

3 億 3250 万円  

（平成 13 年度でシステム

一括更新） 

  

総費用合計 
6 億 6455 万 6000 円～ 

7 億 8455 万 6000 円 
4 億 7787 万 6000 円 

▲1億 8668 万円～

▲3億 668 万円 

（※）喜多方市資料を基に作成 

 

・ システム部門以外の業務負担も軽減されると予想。例えば税務課の関連業務を見てみる

と、年間で 197人／日分の負担軽減になる見込み。まず、帳票の大量出力業務もアウト

ソーシングしたので、この分の作業量が削減できる。そのほか、税制の改正に対応する

システム変更に伴う打ち合わせやテストも必要なくなる（税の体系は毎年必ずと言って



いいほど何らかの変更があり、そのたびにシステム部門と税務課との打ち合わせが必要

だったが、パッケージソフトを使ってアウトソーシングすれば、基本的な変更はベンダ

ーに任せることができる）。 

 

■税務課業務の年間作業工数比較（2001～2007年度） 

 現状維持の場合 
アウトソーシ

ングの場合 
増減 

国保税処理 

（当初賦課） 

（月割処理） 

 

（7人×10日）70人／日 

（2人×5日×9回） 90人／日  

約 10人／日 

約 9人／日  

▲60人／日 

▲81人／日  

住民税 

（当初賦課） （6人×10日）60人／日 約 40人／日 ▲20人／日 

軽自動車税 

（当初賦課） （8人×2日）16人／日 約 10人／日 ▲6人／日 

賦 

課 

作 

業 

工 

数 

固定資産税 

（当初賦課） （7人×10日）70人／日 約 40人／日 ▲30人／日 

総合計 306人／日 109人／日 ▲197人／日 

（※）喜多方市資料を基に作成 

 

・ セキュリティをきちんと確保。市役所にサーバーを置いて自前で運用管理するより、iDC

にサーバーを設置し、専門家（プロ）に任せた方が、ファシリティ（地震、停電対策）、

ネットワーク（24時間監視体制、対侵入者の最新技術での対応など）の両面でセキュア

な環境になる。そのほか、ファシリティ面を比較すると、iDCの方が庁舎よりも将来の

ハードウエアの拡張性が遙かに高い。 

 

 

 




